様式第１号（第６条関係）
年　　月　　日　
　（宛先）
　岩国市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　
岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付申請書
　岩国市買い物弱者支援事業費補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請します。
　なお、申請について審査するために岩国市に対して納付義務のある私の市税、国民健康保険料（国民健康保険税を含む。）、介護保険料、後期高齢者医療保険料、保育料、公共下水道使用料、農業集落排水処理施設使用料、特定地域生活排水処理施設使用料、簡易水道使用料及び市営住宅使用料の納付状況を担当職員が確認することについて同意します。
　また、裏面の「暴力団排除に関する誓約書」に記載の事項について誓約します。
１　補助対象事業の区分
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
３　添付書類
　⑴　移動販売に係る事業計画書（様式第２号）
　⑵　定款又はこれに類するもの
　⑶　法人の登記事項証明書（補助対象者が個人の場合は、当該個人の住民票の写し）
　⑷　移動販売車による営業に係る許可証の写し
　⑸　移動販売に使用する車両の自動車検査証の写し
　⑹　補助対象経費の明細等を証する書類の写し（見積書、図面等）
　⑺　移動販売車又は船舶の写真（改造又は改良に係る車両又は船舶については、当該改造前又は改良前のもの）

　⑻　移動販売ルートを示す地図
　⑼　市税等の滞納がないことを証する書類（法人にあっては、当該法人及び代表者のもの）
　⑽　その他市長が必要と認めるもの

	暴力団排除に関する誓約書
１　次のいずれにも該当する者ではありません。
　⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　⑵　暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　⑶　暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
　⑷　暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
　⑸　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力団若しくは暴力団員を利用するなどしている者
　⑹　暴力団若しくは暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与している者
　⑺　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
　⑻　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者
２　この誓約について事実と相違することが判明した場合に、岩国市買い物弱者支援事業費補助金交付要綱第15条第１項の規定により交付決定を取り消されても異議は一切申し立てません。
※　申請者が個人の場合はその者を、法人の場合はその法人及びその法人の役員をいいます。法人の役員には、登記又は届出がされていないが事実上経営に参画している者も含まれます。



